
令和３年度対クック諸島無償資金協力「経済社会開発計画」 
 

１１月１７日、ニュージーランドの首都ウェリントンにおいて、我が方、伊藤

康一駐クック諸島日本国特命全権大使（ニュージーランドにて兼轄）と先方エリザ

ベス・ライト＝コテカ駐ＮＺクック諸島高等弁務官（H.E.Elizabeth Wright-

Koteka, Cook Islands High Commissioner to New Zealand）との間で、供与額１.

５億円の無償資金協力「経済社会開発計画」に関する書簡の交換が行われました。 

 

クック諸島は、広大な海域に１５の小さな島々が散在しており、国際市場から

地理的に遠いなど開発上の困難を抱えている上に、新型コロナウイルス感染症の

感染対策としての国境封鎖により、観光に大きく依存する国内経済は深刻な打撃

を受けています。同国政府は、社会経済活動の再開に向けて、入国措置の緩和を検

討していますが、国境再開に向けて医療体制の整備を進めるにあたり、医療機材が

不足しています。また、同時に、同国民の健康状態及び公衆衛生環境についても改

善も試みていますが、安全な飲料水を供給するための水質・衛生管理機材も不足し

ている状況が続いています。 

 

この計画では、クック諸島政府に対し、保健・医療関連機材及び水質・衛生管

理機材（超音波スキャナー等）を供与することにより、同国の保健医療体制の強化

及び上下水インフラ環境改善を図り、もって社会の安定化を通じた同国の経済社

会開発に寄与することが期待されます。 

 

我が国は、本年７月２日に開催した第９回太平洋・島サミットの機会に発表し

た「太平洋のキズナ政策」において、「持続可能で強靱な経済発展の基盤強化」を

支援の柱の一つとして表明しており、この協力は同政策を具体化するものです。 

左：エリザベス・ライト＝コテカ駐ＮＺクック諸島高等弁務官 

右：伊藤康一駐クック諸島日本国特命全権大使 


